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私たちは本年 3 月 5 日、３月 16 日、８月 26 日の 3 回にわたる勉強会を開催し
た結果を踏まえ、尾道市庁舎整備基本構想（素案）等に対して意見を以下のよ
うに申し述べます。

（１）現本庁舎の問題点と庁舎整備の必要性
1. 低い耐震性において耐震補強が必要であることが判明しているというこ 

とですが、本館と増築棟は外見上一体に見えますが、本来２つの建物と
してそれぞれの耐震方法を検討すべきですが、本館と増築棟では耐震性
がかなり違っています。公開されている耐震診断によると、本館の Is 値
の最低値は、東西方向で 1 階の 0.62、であり、南北方向で 6 階の 0.24
となっています。また、増築棟の Is 値の最低値は東西方向で 2 階の
0.19、南北方向で 2 階の 0.16 と発表しています。この結果，増築棟は明
らかに耐震性能が低く，補強したとしても十分な耐震性能を得るために
は多額の費用がかかるため現実的ではないと言えます。しかしながら ,本
館は東西方向の Is 値が全階で 0.6 以上であり，南北方向のみの Is 値が低
いだけであることから，南北方向に補強さえすればそれほど費用がかか
らず十分な耐震性能を得ることが可能であると考えられます。例えば，
バットレス補強のように外部から補強すれば，業務を継続しながら工事
をすることが可能です。手法２においてなぜ本館に高価なレトロフィッ
ト免震による耐震化しか検討していないのですか？また、本館は竣工時
５階ですが、最も Is 値が低い６階とはどこを示しているのか説明してく



ださい。
2. 整備費用について地方自治法 2 条 14 項や地方財政法 4 条 1 項にはいわ

ゆる最少経費最大効果原則の規定があります。この法律の趣旨からする
と低額な耐震補強で目的を達成する方法がもっともその趣旨に沿ったも
のであると思われます。耐震性能を確保するための手法として、レトロ
フィット免震の費用しか検討せず、耐震ブレースまたは耐震バットレス
を建築外部に適用することを費用対効果として比較していないのは大き
な問題と考えます。何故地下工事に費用のかかる高額なレトロフィット
免震を検討案として価格比較をしているのか、その理由を説明してくだ
さい。

3. 「本庁舎の受電設備は、増築棟の地下にあるため、被災により庁舎が浸
水した場合には、本庁舎の機能が停止し、復旧にも相当の期間を要する
ことになります。」という記述がありますが、整備手法２ではその問題
は解決できます。なぜ整備手法２で、高額なレトロフィット免震ではな
く安価な耐震補強案を検討しないのですか？理由を説明してください。

4. 被災により庁舎が浸水する場合を想定しているのに、新庁舎の案はなぜ
平均海面水位より低い地下に駐車場を計画しているのでしょうか？庁舎
が浸水した場合、地下駐車場は使用できず、復旧にも相当の時間がかか
ると考えます。海から近い場所での免震構造は、そもそもクリアランス
への浸水や余震で繰り返される波の力による庁舎への圧力、海上浮遊物
等による免震機能の低下を誘発する高いリスクが想定されます。想定さ
れるリスクがあるにもかかわらず、なぜ新庁舎は地下免震構造とするの
ですか？防災拠点とするには不可解とかんがえますが、理由を説明して
ください。

（２）施設の老朽化
1. 「本館棟は建築後 54 年、増築棟は建築後 42 年が経過しており、施設は

全般的に老朽化が進んでいる状況です。」という記述がありますが、コ
ンクリートの中性化の資料では新しい増築棟等の方が著しく劣化してい
ます。（2 階で 82.2mmに達し、地階を除くすべての階で 30mm以上に
なっている。）それに反して本館棟は、古いにもかかわらずコンクリー



トの中性化は１階がわずかに中性化している（1 階で 31.2mmに達して
いるが，他の階の最大で 23.1mmとなっている。これらをもとに中性化
速度係数を算出し、築 100 年後の中性化の深さを計算すると、1 階の中
性化さえ補修すれば，これから 50 年後も中性化は 30mm以下でありほ
とんど問題はなく，以後、過大な補修も必要ない。）だけですが、これ
をなぜ全般的に老朽化が進んでいると判断しているのでしょうか？理由
を説明してください。

2. また新しいにもかかわらず増築棟の中性化が進んでいるのは老朽化とい
うより、コンクリート工事そのものが問題であった可能性が考えられま
すが、その検討はなぜしていないのでしょうか？理由を説明してくださ
い。

3. さらに本館棟程度の中性化であればコンクリートの補修による再生が可
能な筈ですが、なぜ検討の対象としていないのか、その理由を説明して
ください。

4. 「外観上も軒先や軒裏のコンクリートが各所ではがれ落ち、鉄筋の露出
等の発生が顕著です。」という記述があります。増築棟はそのような状
況にみえます。しかし、本館棟はどこにコンクリートのはがれ落ちや鉄
筋の露出があるのか具体的な場所を示してください。

5. 「空調、給排水設備等は、耐用年数を過ぎ、機能低下が顕著であり、こ
らの設備の更新には多額の費用が必要」という記述がありますが、具体
的にどの設備の更新にどのくらいの費用がかかるのか説明してください。
またそれが多額であるという判断をしている理由を説明してください。

（３）建築基準法規の不適格
1. 「廊下幅員の不足」という記述がありますが、どこの廊下幅員がどれだ

け不足しているのか説明してください。
2. 「屋上手摺りの高さが不足」という記述がありますが、どれだけ不足し

ているか説明してください。
3. 「景観計画で定める最高限度高さ 24mに適合していない」という記述が

ありますが、市庁舎のどの部分が 24mの高さからどれだけ高くなってい
るのか説明してください。



（４）市民ニーズの変化による利便性の低下
1. 「市民ニーズの変化」という記述は具体的に示されていませんが、具体

的に示してください。
2. 「一部の行政機能を分庁舎や尾道市教育会館などの施設に分散しており、

来庁者は施設間の移動が必要になる場合があります」という記述があり
すが、具体的に一日平均どれくらいの人が施設間の移動が必要になると
いうデータが示されていません。主観的な判断ではなく、客観的なデー
タを示してください。

3. 「市民窓口や、相談室、待ち合いスペースが狭あいで、市民サービスの
低下を招いています」という記述がありますが、これは市民からのアン
ケートなどの客観的な市民サービスの低下を示す資料を具体的に提示し
てください。

4. 「車による来庁者が多く、本庁舎・近隣での行事開催、季節要因等によ
り来客用駐車スペースが不足することがある」という記述がありますが、
どのような行事の時にどれだけの来客用駐車スペースが不足したのか
データを示してください。

5. 以上、市民ニーズの変化による利便性の低下についての記述は、主観的
な記述しかなされておりませんが、客観的なデータが示されないままの
利便性の低下という記述は主観的なものと判断されます。具体的な説明
をしてください。

（５）狭あいな執務室による事務能率の低下
1. 平成 17、18年の２市３町の合併による本庁舎職員の増加は、具体的に

何人がどの部署に増加したのですか？データを示してください。
2. 「OA化に伴う機材の増加等」という記述がありますが、これはどのよ

うな機材がいつに比較してどのように増加したのか、それによりどれく
らいの執務スペースの狭あい化になったのか？データを示してください。

3. 「会議スペース等を執務室等へ他用途利用しており、会議室、打ち合わ
せスペース、倉庫スペースが不足している」という記述がありますが、
会議スペースをどの程度、どのような執務室へ多用途利用しているのか



データを示してください。
4. 以上の狭あいな執務室による事務機能の低下の記述は、客観的なデータ

の示されないままの記述です。具体的な現市庁舎の狭あい状況が示され
ないまま、検討されている新市庁舎の執務面積の増加計画はなにをもっ
て算定されているのか示してください。

5. 全国市区町村別の将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）によ
ると尾道市の総人口は 2010 年 145,202人、2040 年には 99,224人と
なっております。

6. 庁舎の面積を尾道の人口一人あたりに換算すると、以下の表の結果とな
ります。これは現在 7,500㎡である市庁舎の市民ひとりあたりの執務面
積であれば、2040 年には 12,700㎡の新市庁舎計画案が 2010 年の市民
ひとりあたりの面積と同じになります。12,700㎡の市庁舎とすれば
2040 年には、現在の市民ひとりあたりの市庁舎面積の 2.6倍の執務面
積となります。このような将来の市民人口に対して大きい規模の市庁舎
執務面積を計画案で必要とする算定の根拠を示してください。

7,500㎡／150,000 人 （0.05 ／１人） （2010 年）現況

12,700㎡／150,000 人 （0.084／１人） （2010 年)   計画
7,500㎡／ 90,000 人 （0.08  ／１人） （2040 年）
12,700㎡／ 90,000 人 （0.13  ／１人） （2040 年）

（６）バリアフリー化推進の限界
1. 「現庁舎は・・バリアフリーの対応が不十分です。」という記述があり

ますが、具体的にどこの、どのようなバリアフリーの対応が市庁舎の目
標とされる水準に不十分なのか説明してください。

2. 現在の建物の面積や構造、費用面から対応に限界があります。」という
記述がありますが、建物の面積がどのようにバリアフリーへの対応が限
界となるかについて、具体的にどの場所のどの面積が対応に限界なのか
を示して説明してください。

3. 「構造のどのようなことがらがバリアフリーへの対応への限界」となる
のか、具体的にどこの構造がどのようにバリアフリーへの対応への限界



となるか説明してください。
4. 「費用面がどのようなバリアフリーへの限界」となるのか、具体的な費

用を説明してください。
5. また「バリアフリー化推進の限界」ということですが、限界という言葉

は曖昧な表現で理解できません。「バリアフリー化推進の限界」がある
というのは、具体的にバリアフリー化が市庁舎の目標とされるどの目標
に対して、どのような場所がどのように限界なのかどうなのか説明して
ください。

（７）新たな情報化社会への対応の必要性
1. 「現施設におて情報ネットワーク環境の拡張には一定の制限があり

ます。」という、記述の一定の制限とはどのような制限か具体的に説
明してください。

2. 「机上のOA機器の設置により配線が露出するなど、二重床整備によ
るフリーアクセス化を図る等の対策が必要な状況です。」という記述
がありますが、現在では二重床による床下配線よりも天井下での配
線によるフリーアクセスを取り入れることも可能です。なぜ二重床下
配線による対策が必要なのか、その理由を説明してください。

（８）合併特例債について
1. 合併特例債でいう国の負担とは、尾道市に負担金として現金支給する

わけではありません。合併特例債は地方交付税の中に組み込まれるも
ので、地方交付税は国の財政状況の厳しさから縮減されているのが実
情です。地方交付税が縮減されれば、自ずと尾道市の負担は増大して
来ます。合併特例債の発行は自治体の財政リスクを大きくすると言っ
ても過言ではなく、株式会社日本政策投資銀行もそのリスクを指摘し
ています。なぜ、合併特例債（借金）を利用し、安全安心を確保でき
る安価な耐震補強を検討せず、巨額な新築案を進め借金を増やすので
すか。

（９）歴史的建築物の文化的価値



1. 市庁舎本館棟ならびに、公会堂についての文化的な価値についての配
慮がまったく見られないのはどうしてなのでしょうか？日本建築学会
中国支部から尾道市庁舎本館ならびに公会堂についての保存・活用要
望書が尾道市長に提出されているということは、これらの建物は学術
的に文化価値があることの証拠であると思います。尾道市が自ら手を
挙げ国の認定を受けた「歴史的風致維持向上計画」の対象地域内に
佇む尾道旧市街地の代表的な近代建築の文化的価値にまったく配慮
せず、敢えてスクラップ＆ビルドを推進するのですか？理由を説明し
てください。

以上


